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必要ならば正々堂々と投資すればよい
藤 井 聡 京都大学大学院工学研究科 教授
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しても、すべての事業について説明

責任を果たせるようにしておく。

老朽化対策を進めることについて

は、国家的な合意ができそうな状況

だ。さらに復興事業が進んでいな

い。行政処理能力がボトルネックに

なっているので、そこを解消するこ

とで復興事業も加速する。

老朽化対策と復興事業の二つは極

めて重要視されており、世論も納得

している。補正予算には、その二つ

を中心に公共事業を計上して、半年

間は徹底的に推し進める。相当の予

算が必要になるはずだ。

.今あるインフラ計画をつくり直す
一方で、新規でも必要なインフラ

には投資する。国土強靭化基本法に

は地方への多極分散化という目的も

ある。例えば、復興を名目にして実

施すれば問題があるが、必要ならば

正々堂々と投資すればよい。それが

重要なポイントだ。

国土強靭化は3ステップで進める

べきだ。まずは東日本大震災で被災

した地域の復興事業に徹底的に予算

を投資。その次に、南海トラフ巨大

地震などの想定被災地を整備する。

それらが終わるに従って、多極分散

化のために、日本海側や北海道、九

州へ投資を回す。

ただし、日本海側や北海道、九州

に現在も建設予算カラ付いている。そ

ふじい。さとし
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京都大学工学部助手。98年京都大学博士(工学)取
得。スウェーデン・イエテボリ大学客員研究員や東京工
業大学大学院教授などを経て2009年から現職

うした地域の建設予算は強靭化を想

定した事業にシフトすべきだ。地域

ごとに優先順位を変えていく。

そのためにも、国土強靭化基本法

を一刻も早く通すことが必要だ。基

本法のもとで国土強靭化基本計画を

つくり、社会資本重点計画などの国

土計画をつくり直す。今のインフラ

関係の計画を全部入れ替えることが

重要だ。(談)
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インタビューは、自民党の安倍総裁が首相に就任する前に行った


